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厚生労働省社会・援護局

保護課　様
生活保護の通院時における移送費に関する緊急申し入れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4月22日現在47団体賛同

申し入れ団体は下記参照　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２００８年４月１日厚生労働省社会・援護局長より社援発第０４０１００５号が通知されました。

私たち精神等の障害者や難病団体の中には生活保護を利用し、継続的に通院が必要な人がいます。この方たちは生活保護を利用しているから通院等が必要になったのではありません。体調が不安定、急激な症状の悪化等により、生活の見通しが立たず、社会活動における制限も多くかること、十分に生活できるだけの所得保障制度や雇用の機会均等が守られていないこと等を理由に最後のセイフティーネットとなっている生活保護を利用せざるをえない状況にあります。健康で文化的な最低限度の生活を維持するために、通院や医療デイに継続して通うことは、当事者にとってまさに命綱です。生活保護基準切り下げに始まり、利用する当事者への心理的影響も多大です。このようなぎりぎりの生活を続ける人に、これ以上の負担増、命の切捨てにつながるようなことはしないでください。

今回北海道等で起こった不正受給の背後には、現場で働くワーカーの職場環境、人員の問題もあります。ケースワーカー、査察指導員の専門性のなさ（法による社会福祉主事ですら守られず）のみならず、人員配置基準すら守られず、一人で100人をこえるケースを常時かかえるなど、適正な人員配置、仕事の量となっていません。また、法改正により非常勤職員での対応もはじまっています。非常勤職員の業務範囲は明確にされるべきです。

いままで原則として支給されていた通院費を例外扱いにし、必要としている受診を抑制する通知等では、一番弱い立場に置かれている人にその責任を転嫁することになります。

4月から生活に関連する食品等の物の値段も急激に上がっています。もうこれ以上生活保護者を苦しめるようなこと、拙速な進め方はしないように以下を申し入れるとともに、下記の個別ケース例においてどのような影響が出るのかの説明と、受診抑制が起こらないよう、早急の対応を申し入れます。

申し入れ事項

１．私たち当事者抜きに、拙速な対応をせず、実施を見合わせること。生活保護の通院移送費原則不支給等の通知は、当事者、各自治体における生活保護行政等を大きく混乱させています。
２．身体障害、知的障害、精神障害、難病（特定疾患以外の慢性疾患を含む）等、いずれの障害種別においても、個々に必要とする医療、リハビリテーション、デイケア等が継続して受けられるよう保障すること。
３．詳細な解釈通知等の作成に際して、以下の各項目について「支給可能」と表記し、自治体・福祉事務所での生活保護行政に混乱をきたさないこと。
①身体障害、難病（特定疾患以外の慢性疾患を含む）、精神障害、知的障害等、障害種別【・程度】に
関わらず、「専門的な医療・リハビリテーション・デイケア」を受けることが必要と認められる場合
②他の市区町村にある広域的に対応する専門病院への通院が必要な場合や、主治医との人間関係、　　

地域での障害に対する差別偏見、そのことに対する当事者の懸念が強いため、居住地近辺での通院ができず、他の市区町村への通院、デイケア利用が必要と認められる場合
③これまで入院・通院していた経過があり、医師等との信頼関係、受診環境等により通院、デイケア利用が必要と認められる場合
④障害状況、病状等により、タクシーや福祉タクシー等の利用が必要と認められる場合医療機関等までの交通機関が整備されていないため、タクシー等の利用が必要と認められる場合
⑤以上のケースについて、交通費の金額や通院回数による制限を設けず、公共交通機関を利用した
場合であっても、通院移送費額の高低を問わず必ず保障すること。また、付添人の交通費も合わせ
て保障すること。
事例からの確認事項

２　精神障害の場合
（１）大阪のある生活支援センター

当センターは主に精神障害者の方が利用されていますが精神疾患をお持ちの方に通院は欠かせません。定期的な通院と服薬が、精神疾患をお持ちの方の社会生活を維持するために欠かせないものであることは明らかです。

また、「精神科に通う」ことについては社会的にまだ多くの偏見があることから、近隣の医療機関を利用せず、遠方の医療機関を利用されている方もいます。

さらに、精神疾患という非常にナイーブな問題については医師であれば誰でも良いというものではなく、充分な信頼関係が築かれた上でなければ話すこともできません。実際、当センターを利用している方の中には、他市の医療機関を受診している方も多くいらっしゃいます。

上記のような理由から、移送費が支給されなくなっても医療機関を変えるという方はほとんどいらっしゃらないと思いますが、そうなると影響を受けるのは当事者の方の生活費です。ギリギリの生活を送っている生活保護受給者の生活がさらに圧迫され精神的な負担になることを危惧しております。

（２）　精神障害者手帳1級　　　

身体障害者手帳はないが、呼吸器疾患有長距離を移動することができない。

高齢域(60代）に達してはいるが病識が薄く、30年以上診てもらっている主治医との信頼関係で、服薬継続ができている部分がある。

主治医が病院を変わってしまったため、交通機関を利用すると自宅から1時間半ほどかかる。

現在の環境を変えると、大幅に体調を崩す可能性があり、入院期間も長引くことが予想されるこ
とから、タクシー通院の許可をもらっていた。これが自腹になると、月１５，０００円程度の負担となる。

（３）　精神保健福祉手帳２級

大阪の南部にある精神科病院に約２０年入院後、退院促進支援事業を利用して退院。

長期入院だったことや、再発の恐れがないわけではないことから、入院先の病院に通院することで、本人・関係機関（生活保護課含む）で同意。交通機関を利用して通院している。

本人は退院生活での不安はまだまだ強く、「先生に会うとほっとする」と言っている。また、「再発時はすぐに対応してもらえる」と地域でのサポート関係者にも

安心を与えている。本人負担でその病院まで行くとなれば、月６０００円の自己負担となり、これからお金を貯めて生活が便利になるものを購入予定の本人にとってはかなりのモチベーションダウンになることは言うまでも無い。

大阪市には長期入院を受け入れる精神科病院が存在しない。一度症状悪化すると、緩和までには最低3ヶ月はかかる精神疾患は、じっくり入院加療も必要である。その中で、主治医との信頼関係や、慣れた病院につながっておくことは誰しも望むことである。

再検討をお願いいたします。

（４）　精神の作業所から

当施設において、生活保護を受給されているかたで、移送費がかかっているかたについてお知らせいたします。一人は、１回の通院に１８００円かかり、その方は今の通院している病院を変わりたいとおっしゃっています。

もう一人のかたは、1ヶ月に８０００円ほデイケアに通う移送費を支給してもらっています。それが４月から支給されないとなると、生活がしんどくなり、デイケアに通おうという気が少しずつなくなることが懸念されます。生活保護受給者の生活を守るためにも、移送費の削減はやめてもらいたいものです。

■ここからは電話聞き取り■

○市内には、精神障害者が長期入院できる場所がない。退院後の通院先として入院していた病院に行くケースはよくあることで、自身の関係者でもかなりの人数はいる

○こちらの把握できる生活保護・通院移送費利用者は４名。市外の病院通院利用者。20年来通院
している

３　移送サービスの現場から
＜事例1＞
 東京都多摩地区のある市

[年齢性別] 56歳 男性

[症状] 右上肢及び右下肢機能障害 

[家族状況] 一人暮らし

[一回あたりの移送費]  約5,000円

[内容]

現在市内に一人暮らしを続けているが、リハビリを受けに市外にある病院へ通院している。月1回～2回程度の通院ではあるが、リハビリ以外にも脳神経外科への通院も行っている。いずれの通院も定期的に行われており、今後も継続して行われるものと思われる。 

＜事例2＞
[年齢性別] 67歳 女性

[症状]

[家族状況] 一人暮らし

[一回あたりの移送費] 約4,000円

[内容]

 現在市内に一人暮らしを続けているが、市外の病院へ定期的に通院している。本人は車椅子に乗っているが、自ら移動することは困難である。そのため診察室まで送る必要がある。

＜事例3＞

[年齢性別] 49歳 男性 

[症状] 全身性障害

[家族状況] 妻と同居

[一回あたりの移送費] 約2,450円

[内容]

 現在市内において妻と同居しているが、本人の体は非常に大柄で、女性の力で自宅ベッドから病院まで通院することはほぼ不可能である。移送においては自宅ベッドから病院入り口まで運転手が付き添う必要があり、病院にて看護士に引き継いで終了となる

４　身体障害の医療、リハビリ等
（１）生活保護受給者Aさん　　　２３歳　　男性　　　脳性麻痺　　一人暮らし
　僕は、脳性麻痺という障害のため、四肢・体幹に不随運動や筋緊張があります。そのため、生活全般に介助が必要で、移動の際は歩行困難なため電動車椅子を使用しています。また、筋弛緩剤を定期的に服薬しなければならず、リハビリも定期的に行う必要があります。もし、服薬やリハビリを怠ると、筋緊張や不随運動が激しくなり、全身に激痛が走り、２次障害に繋がることも予測されます。そのため、幼少期からこれまで住まいと同一市内にある専門性の高いＡ病院に通院し、リハビリ等を行ってきました。しかし、つい最近、僕はやむを得ない諸事情により、Ａ病院のある市内から他市へと転居をしました。転居先の周辺では専門性の高い病院がなく、やむを得ず、遠方となったＡ病院まで通院をしなければいけなくなりました。　遠方への通院は、体力的にも辛いのですが、４月以降は、通院の際の交通費は同一市内でないと移送費を支給できないので、どうしても必要ならば、そのＡ病院近くに転居して下さいと役所の窓口で言われ、経済的な負担も重くのしかかってきました。

今回の移送費の大幅な制限により、自己負担を余儀なくされ、ますます生活が困難になりました。このままでは通院回数を減らすという最悪の事態も考えなければいけません。通院やリハビリが必要な人には早急に移送費を支給してください。

（２）　生活保護受給者Ａさん　　○才　　女性　　脳性マヒ　一人暮らし

　脳性マヒで車椅子で生活をしています。全介助で24時間の介護体制が必要なため、多くのボランティアの介護者やヘルパーを使って生活をしています。身体の緊張が高いため、身体のあちらこちらに痛みがあります。また日常生活を送る上で自分の意思を伝えようとコミュニケーションをとることだけでも、非常に時間や労力がかかり、疲れやすい面があります。

このような脳性マヒという障害の特性を「わかっている」医療機関、また、障害の特性を「わかろうとする」医療機関が近くに全くないために、市外にある大阪府下に2か所しかない専門の医療機関の一つへの受診を余儀なくされています。

脳性マヒの「障害」者は、日常の生活を送る上で、環境のちょっとした変化や精神的な不安によって、体調を壊しやすかったり、緊張が高まり身体にストレスがたまりやすかったりします。そのため、体調が悪くなった時いつでも受診できると精神的に安心できるので、近くの医療機関を受診したいと強く思っています。しかし、町の医療機関では診療拒否にあうなど治療そのものが安心して受けられないという現実があります。「障害」者本人の都合ではなく、医療機関不足のため、仕方なく遠い専門機関にタクシーを利用して、月2，3回通院しているのです。本来なら毎日でも通院しリハビリや診察を受けたいと考えています。それは、あたり前の最低限度の日常生活を送るためには不可欠です。しかし、障害の特性を知らない近くの医療機関で、リハビリや診察を受けても、逆に体の痛みやストレスが増し、帰宅した後の日常生活すらままならないことがあります。

受診を希望する「障害」者のそれぞれのニーズに応えられるように医療機関が変わるまでは、時間がかかるなどの無理をしてでも、遠方の医療機関にかからなければ、私達障害者の命そのものも絶たれてしまう危険性すらあるのです。通院を必要とする様々な当事者の実態をもっと知ってください。

確認したいこと

　・大阪府下に2か所しかない専門機関に通う事情があっても、「市外」の医療機関」という理由でタクシー代等の必要な交通費は、例外でなくこれまで通り原則支給されるのか。
１　傷病者の通院等
（１）　生活保護受給者Aさん　　　５０歳　　女性　　　ミオトニー症候群　　一人暮らし

　ミオトニー症候群で症例が少なく、広域的に対応している専門的な医療機関での受診が必要。市外にある国立精神・神経病院を受診。その他にミオトニー症候群は副作用も多く、甲状腺ホルモンの異常等による代謝異常、皮膚疾患、糖尿病の管理、眼底出血や白内障のモニター等が必要。4週間に1回程度市内の病院にも通院する。心臓への転移等の観察は定期的に行わないと手遅れになりかねない。寒冷による影響を受けやすく、冷房等の禁止、冬季には全身が動かなくなる等、症状に変化がある。

当事者のコメント　

貧乏な人に交通費払えでは無理。症状にあわせてパートなどで働ける環境があれば、その分で足りないところを払えばなんとかなるけど、障害の理解もなく、働ける機会すらない。そこまで交通費払えっていじめるのですか。年金も私の障害に支給基準があわなくて出ない。難病を抱えて長生きしている人なんていない。老齢までまてない。

確認事項

１　難病等、専門的な医療機関が広域的に対応している場合等、市区町村外（所管福祉事務所外）への通院が必要な交通費の給付については、例外でなく、いままでどおり原則支給されるのか。原則と例外等で現場の対応が間違えれば、受診抑制がおき、取り返しの事態になる可能性もある。

２　バスや電車等の交通機関を自分で利用しながら通院費を給付されていた人はこれからも給付されるのか

（２）　故　生活保護受給者Bさん　　昨年11月に42歳で死去　　女性　　一人暮らし

繊維筋痛症、シェーグレン症候群等を合併

繊維筋痛症という非常に強い痛みを伴う疾患や免疫性疾患等の難病は、見た目に解りづらい等、疾患・障害の無理解による偏見も多くある。そのために支援の緊急性や必要量等が周囲や行政職員に伝わりづらく、ご本人も悩まれていた（＊日本テレビのアナウンサーが繊維筋痛症による無理解により自殺が報道される）。また、痛みや記憶障害等で急激に症状が悪化することが月に数回あり、その際は緊急の搬送が必要であった。難病や肝臓障害等も合併していたため複数の医療機関に通院が必要。繊維筋痛症や難病等は広域的に対応している専門的な医療機関での受診が必要になり市外への通院が必要。2007年11月、肝臓の症状が急変し、自宅で孤独死される。

故人の声　

ある日彼女から「明日、みんなの集まりに行きたいんだけど、今痛みが強くて動けない。歩けない。タクシーを使ってでも行きたいんだけど、お金がない。いつ、痛みがでて、病院に行かなければならなくなるかわからない。通院の時のタクシーのお金が立て替えられなくなる。でもいきたい」と相談がありました。　私達は月に一度当事者同士で集まってセルフヘルプ活動をしています。難病をもつ仲間と車椅子を手配し、迎えにいこうとしたのですが、彼女は気兼ねして欠席されました。それ以降、症状が安定せず、会の集まりにはくることができないまま、病状が急変し亡くなりました。通院費の切り下げは、実質的な生活保護基準切り下げになり、社会参加を抑制し、当事者を家に閉じ込めることになります。

確認事項

１　急激に症状が悪化することがある等、症状が不安定な疾患の場合、通常の通院回数をあらかじめ事前に決めておくことは不可能です。また、原則として決めて置くようにとせまることは本人に非常にプレッシャーをかけ、負荷をかけすぎ、取り返しのつかないことになりかねない。

２　難病等、専門的な医療機関が広域的に対応している場合等、市区町村外（所管福祉事務所外）への通院が必要な交通費の給付については、例外でなく、いままでどおり原則支給されるのか。原則と例外等で現場の対応が間違えれば、受診抑制がおき、取り返しの事態になる可能性もある。

（３）　繊維筋痛症　　視力障害1級　　女性　38歳

　繊維筋痛症は専門的に診察できる医療機関が国内でも限られている。日頃通っている病院で紹介状を書いてもらい、県外の専門機関に診察に行こうとしたのですが、厚生労働省からの通知の影響等で受診できません。日常の通院は最寄のところですんでいますが、県外での専門的な機関に診察が必要な場合はそんなに多くありません。痛みが強いです。痛みがでると全く動けません。なんとか専門的な病院にいって、痛みを軽減して生活を改善させたいです。
５　高次脳機能障害の方から
 　いろいろな症状(道がわからなくなり毎日のように保護される・自転車に乗ってでかけると自転車をどこにおいたのかがわからなくなり紛失・道の真ん中での排便、排尿・女性に性的発言)が出た為入院、入院中は服薬もでき安定したので退院。入院中よりデイケアに通う練習をはじめ、現在は朝夕のヘルパー送迎利用で電車でデイケアに通っている。 本人の自宅からデイケアまでは自転車でも通える距離だが、安全面を考えて電車で通っている。 ヘルパーの交通費は本人が負担。これ以上の負担が増えると通所できなくなる可能性がある。
＜呼びかけ団体＞
NPO法人精神障害者ピアサポートセンター
こらーるたいとう

代表　　加藤　真規子　

〒131-0033　
墨田区向島3－2－1　向島パークハイツ１Ｆ
TEL　03－5819－3651

FAX　03－5819－3652

ＤＰＩ日本会議　議長　三澤　了　　　　　　　　　
〒101-0054　
東京都千代田区神田錦町3-11-8
　　　　武蔵野ビル5Ｆ
TEL03-5282-3730　FAX03-5282-0017　
＜賛同団体＞

NPO法人移動支援フォーラム
代表理事　長谷川　清
ＮＰＯ法人かごしまホームレス生活者支えあう会
代表　堀之内洋一
カトリック社会活動神戸センター
代表　山野　真実子
心病む人々のためのセルフヘルプグループ

「支えあいの会」

代表　渡辺　雅俊

札幌いちご会

会長　小山内　美智子

笹島診療所
代表　佐藤光所長
自立生活企画

代表　西岡　俊樹
自立生活センター・リトライ

代表　三井　孝夫 
特定非営利活動法人　
腎臓病連絡協議会すずらんの会
会長　髙山　衛士
精神障害者当事者の会「翼の会」
代表　新垣　吉也
全国頸髄損傷者連絡会
代表　三戸呂　克美
全国「精神病」者集団
代表者　なし
ＤＰＩ北海道ブロック会議　
代表　西村　正樹
東京都自立生活センター協議会
代表　横山　晃久
ノーマライゼーションクラブ

会長　山中　多美男

八王子聴覚視覚障害者サポートセンター
八王子精神障害者ピアサポートセンター
八王子バリアフリーの会
代表　中西　正司

ヒューマンケア協会
代表　中西　正司
フリースペース彩～内部障害・難病当事者ネットワーク～
代表　谷川　俊太郎
ＮＰＯ法人自立生活サポートセンター・もやい
理事長　稲葉剛
NPO法人町田ヒューマンネットワーク
代表　大漉　憲一
特定非営利活動法人　リアライズ

代表　三井　孝夫

難病をもつ人の地域自立生活を確立する会


代表　　山本　創  　　　　　　　


〒101‐0054        　　　　　　　　　　　　


東京都千代田区神田錦町3-11-8武蔵野ビル５Ｆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


TEL03-3296-7137　　


FAX03-5282-0017








大阪「生活の場・作業所」連絡会�会長　山中　多美男





風の子介護人組合�代表　大坂富男





かりん燈　万人の所得保障を目指す介助者の会


代表　渡邉琢





骨形成不全症者連絡会


代表　平下　耕三








CILくにたち援助為センター


代表　安積　遊歩





「障害」者解放四條畷・大東市民会議


代表　柳橋　仁





ＮＰＯ法人　自立生活センター・立川


理事長　奥山　葉月





堺・自立をすすめる障害者連絡会


代表　木戸　保光





生活援助為センター


代表　益留　俊樹








全国ピアサポートネットワーク


代表　　加藤　真規子





高槻市障害児者団体連絡協議会


会長　川人　義明





DPI東京行動委員会�代表　吉澤　孝行





ＮＰＯ法人日本脳外傷友の会


代表　東川悦子





パーソナルアシスタンス☆フォーラム


代表　益留　俊樹





反貧困ネットワーク�代表　宇都宮健児





フロインド [ Ｆｒｅｕｎｄ ] （友）の集まり


代表　森 登美子








ホームレス法的支援者交流会�代表　 後閑　一博／木原　万樹子





ホームレス総合相談ネットワーク�代表　森川文人





ＮＰＯ法人やどかりサポート鹿児島�代表　芝田　淳





リソースセンターいなっふ�代表　岡部　耕典





労働者共闘


共同代表　松村　素子　片岡　とも子











PAGE  
9

